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国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 予 算
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令和６年度  東大阪市国民健康保険事業特別会計予算

  令和６年度東大阪市の国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ  53,636,445 千円と定める。

    ２   歳入歳出予算の款・項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  歳入歳出予算」による。  

（債務負担行為）  

第２条  地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、

「第２表  債務負担行為」による。

（歳出予算の流用）

第３条   地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することが

できる場合は、次のとおりと定める。

      （１） 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一

款内でのこれらの経費の各項の間の流用。

      （２）  保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費

の各項の間の流用。
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第  ２  表     債   務   負   担   行   為

事                        項 期          間 限          度          額

医 療 保 険 室 窓 口 関 連 業 務 委 託 経 費 令 和 ９ 年 度 ま で １９７，１００千円

標 準 準 拠 シ ス テ ム 移 行 関 連 経 費 令 和 ７ 年 度 ま で ７８，０００千円
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給    与    費    明    細    書

１　特  別  職

給                    与                    費

区        分 職 員 数 報    酬 給    料 期末手当 地域手当 その他の手当 計 共 済 費 合    計 備    考

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

長    等 － － － － － － － － － 

議    員 － － － － － － － － － 

その他の
特 別 職

18 290 － － － － 290 － 290 

計 18 290 － － － － 290 － 290 

長    等 － － － － － － － － － 

議    員 － － － － － － － － － 

その他の
特 別 職

17 274 － － － － 274 － 274 

計 17 274 － － － － 274 － 274 

長    等 － － － － － － － － － 

議    員 － － － － － － － － － 

その他の
特 別 職

1 16 － － － － 16 － 16 

計 1 16 － － － － 16 － 16 

本

年

度

前

年

度

比

較
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２　一  般  職

  (ｲ) 総      括

給                与                費

区      分 職 員 数 報       酬 給       料 職 員 手 当 計 共  済  費 合       計 備       考

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(   31) (   50,312) (   24,759) (   33,207) (   108,278) (   18,358) (   126,636)

本   年   度 50  － 170,475 151,842 322,317 64,885 387,202 

(   32) (   48,770) (   26,581) (   24,802) (   100,153) (   16,710) (   116,863)

前   年   度 50  － 169,883 150,447 320,330 66,936 387,266 

( △ 1) (   1,542) ( △ 1,822) (   8,405) (   8,125) (   1,648) (   9,773)

比        較 － － 592 1,395 1,987 △ 2,051 △ 64 

扶  養  手  当 地  域  手  当 時間外勤務手当 休日勤務手当 夜間勤務手当 特殊勤務手当 管 理 職 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(      －) (   2,476) (   600) (   50) (      －) (      －) (      －)

本   年   度 2,796 17,890 15,886 560 － 20 6,336 

(      －) (   2,658) (   600) (   50) (      －) (      －) (      －)

職  員  手  当 前   年   度 3,864 17,820 17,191 597 － 20 5,716 

(      －) ( △ 182) (      －) (      －) (      －) (      －) (      －)

比        較 △ 1,068 70 △ 1,305 △ 37 － － 620 

管理職員特別勤務手当 期  末  手  当 勤  勉  手  当 退  職  手  当 通  勤  手  当 住  居  手  当 単身赴任手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(      －) (   15,833) (   13,248) (      －) (   1,000) (      －) (      －)

の    内    訳 本   年   度 252 40,364 33,670 23,000 7,540 3,528 － 

(      －) (   20,483) (      －) (      －) (   1,011) (      －) (      －)

前   年   度 215 40,077 32,790 22,000 6,923 3,234 － 

(      －) ( △ 4,650) (   13,248) (      －) ( △ 11) (      －) (      －)

比        較 37 287 880 1,000 617 294 － 

※上段　(　　　)内の数値は、会計年度任用職員分を外書き

区      分

区      分
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  (ﾛ) 給料及び職員手当の増減額の明細

増   減   額 増    減    事    由    別    内    訳

（千円） （千円）

(   150) 民間給与との較差に基づく給与改定

3,590 給与表の平均改定率 1.1%

( △ 1,822) 給与改定実施時期

592 

( △ 1,972)

△  2,998 期末・勤勉手当支給月数引上げ

会計年度任用職員以外

（定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員除く）

(      －) ６月 １２月 計

1,000 本年度 2.25月 2.25月 4.5月

前年度 2.2月 2.2月 4.4月

(   13,248) 会計年度任用職員以外

－ （定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員）

(   8,405) ６月 １２月 計

1,395 本年度 1.175月 1.175月 2.35月

(      －) 前年度 1.15月 1.15月 2.3月

960 

会計年度任用職員

６月 １２月 計

( △ 4,843) 本年度 2.25月 2.25月 4.5月

△  565 前年度 1.25月 1.25月 2.5月

※上段(　　　)内の数値は、会計年度任用職員分を外書き

退 職 手 当 の 増 分

職  員  手  当

制 度 改 正 に 伴 う 増 分

給 与 改 定 に 伴 う 増 分

そ の 他 の 増 減 分

説                              明

令和5年4月1日

区        分

給 与 改 定 に 伴 う 増 分

給          料

そ の 他 の 増 減 分
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  (ﾊ) 給料及び職員手当の状況    級 別 職 員 数

   職 員 １ 人 当 た り 給 与
級 職員数 構成比

(人) (％)
行政職
9　 級

行政職
9　 級

   初    任    給
国 の 制 度
行  政  職

（円） （円）

［1］ ［100.0］

［1］ ［100.0］

※上段〔　 　〕内の数値は、再任用短時間職員の人数を外書き

5年１月１日現在

3

14.0

－ －

12 23.5

100.0

6

4　 〃

6.0

4

50

52.026

100.051

49.025

11.8

8

3　 〃
平 均 給 与 月 額（円）

平   均   年   齢（歳）

176,100 

大       学       卒

区            分

202,400 

行  政  職

高       校       卒

6　 〃

368,555 

8　 〃

－

5年１月１日現在

6年１月１日現在

平 均 給 料 月 額（円）

平 均 給 与 月 額（円）

平   均   年   齢（歳）

16.0

1･2 〃

5.9

3

7　 〃 2

区                        分 行   政   職

5　 〃

4　 〃
平 均 給 料 月 額（円）

計

196,200 

285,557 

区      分

35 

6年１月１日現在

行     政     職

3　 〃

360,233 

3.9

5.9

－ －

－ －

35 

286,543 

4.0

8.0

7

－

1･2 〃

計

6　 〃

5　 〃166,600 

2

3

8　 〃

7　 〃
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   （級別の基準となる職務）

区        分 9　級 8　級 7　級 6　級 5　級 4　級 3　級 2　級 1　級

行    政    職 局　長 部  長 部次長 課　長 総括主幹 係  長 主　　任

   期 末 手 当 ・ 勤 勉 手 当

※上段 〔　 　〕内の数値は、再任用職員分

   定年退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度

（月分） （月分） （月分） （月分）

定  年  退  職 24.586875 33.27075 47.709 47.709

国  の  制  度
（ 支給率等 ）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

2.2

区         分
そ  の  他  の
加 算 措 置 等

一      般      職

級等による加算措置　

有

有

備　　考区          分

本    年    度

６月（月分）

2.25

〔   1.175〕

支    給    期    別    支    給    率

国  の  制  度

前    年    度
2.2

2.25 4.5

職制上の段階、職務の

〔   1.175〕

定年前早期退職特例
措置(2～45%加算)

2.25

4.4

〔   2.35〕

備　　考

〔   1.15〕

〔   1.175〕

〔   1.15〕

支給率計（月分）

〔   2.35〕

有

4.5

〔   2.3〕

１２月（月分）

〔   1.175〕

2.25
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   地   域   手   当

東  大  阪  市

10

59

10

   特 殊 勤 務 手 当

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

支 給 対 象 職 員 の 比 率

   そ の 他 の 手 当

支   給   対   象   職   員   数

国 の 指 定 基 準 に 基 づ く 支 給 率

（％） 0

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 滞納処分業務等従事手当

区                          分 行        政        職

（％） 0

区                  分

扶        養        手        当

住        居        手        当

通        勤        手        当

国  の  制  度  と  の  異  同

支    給    対    象    地    域

（％）

（人）

（％）

支             給             率

同                  じ

異        な        る

差        異        の        内        容

同                  じ

支給限度額  条例上  24,500円（国 28,000円）
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債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書　　　

左    の    財    源    内    訳
事              項 限    度    額 特    定    財    源

期  間 金  額 期  間 金  額 国･府支出金 地 方 債 そ の 他
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

・ 医療保険室窓口関連業務委託経費 187,500 令和5年 149,688 令和6年 37,422 － － － 37,422
（令和3年度分） 度まで  度まで  

・ 医療保険室窓口関連業務委託経費 197,100 － － 令和9年 197,100 － － － 197,100
（令和6年度分） 度まで  

・ 標準準拠システム移行関連経費 78,000 － － 令和7年 78,000 78,000 － － －
（令和6年度分） 度まで  

前年度末までの
支 出 見 込 額

当該年度以降の
支 出 予 定 額

一般財源
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奨 学 事 業 特 別 会 計 予 算
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令和６年度  東大阪市奨学事業特別会計予算

  令和６年度東大阪市の奨学事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ  40,755 千円と定める。

    ２   歳入歳出予算の款・項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  歳入歳出予算」による。
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給    与    費    明    細    書

１　特  別  職

給                    与                    費

区        分 職 員 数 報    酬 給    料 期末手当 地域手当 その他の手当 計 共 済 費 合    計 備    考

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

長    等 － － － － － － － － － 

議    員 － － － － － － － － － 

その他の
特 別 職

4 32 － － － － 32 － 32 

計 4 32 － － － － 32 － 32 

長    等 － － － － － － － － － 

議    員 － － － － － － － － － 

その他の
特 別 職

4 32 － － － － 32 － 32 

計 4 32 － － － － 32 － 32 

長    等 － － － － － － － － － 

議    員 － － － － － － － － － 

その他の
特 別 職

－ － － － － － － － － 

計 － － － － － － － － － 

本

年

度

前

年

度

比

較
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財 産 区 管 理 特 別 会 計 予 算
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令和６年度  東大阪市財産区管理特別会計予算

  令和６年度東大阪市の財産区管理特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ  53,961 千円と定める。

    ２   歳入歳出予算の款・項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  歳入歳出予算」による。
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給    与    費    明    細    書

１　特  別  職

給                    与                    費

区        分 職 員 数 報    酬 給    料 期末手当 地域手当 その他の手当 計 共 済 費 合    計 備    考

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

長    等 － － － － － － － － － 

議    員 － － － － － － － － － 

その他の
特 別 職

7 1,848 － － － － 1,848 － 1,848 

計 7 1,848 － － － － 1,848 － 1,848 

長    等 － － － － － － － － － 

議    員 － － － － － － － － － 

その他の
特 別 職

7 1,512 － － － － 1,512 － 1,512 

計 7 1,512 － － － － 1,512 － 1,512 

長    等 － － － － － － － － － 

議    員 － － － － － － － － － 

その他の
特 別 職

－ 336 － － － － 336 － 336 

計 － 336 － － － － 336 － 336 

本

年

度

前

年

度

比

較
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公共用地先行取得事業特別会計予算
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令和６年度  東大阪市公共用地先行取得事業特別会計予算

  令和６年度東大阪市の公共用地先行取得事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ  2,647,756 千円と定める。

    ２   歳入歳出予算の款・項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  歳入歳出予算」による。  

（地方債）

第２条   地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の

方法、利率及び償還の方法は、「第２表  地方債」による。
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第  ２  表     地          方          債

起     債     の     目     的 限  度  額 起債の方法 利  率 借  入  先 償      還      の      方      法

千円 普通貸借 6.0％ 政府・府   10年（据置期間を含む。）以内。ただし、市財政の

街 路 用 地 取 得 事 業 972,300 又    は 銀    行 都合により据置期間及び償還期限を短縮し、もしくは

証券発行 以 内 そ の 他 繰上償還又は借換えすることができる。
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債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書　　　

左    の    財    源    内    訳
事              項 限    度    額 特    定    財    源

期  間 金  額 期  間 金  額 国･府支出金 地 方 債 そ の 他
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

・ 街路用地取得事業 480,900 － － 令和8年 447,008 － 447,000 － 8
（令和４年度分） 度まで  

前年度末までの
支 出 見 込 額

当該年度以降の
支 出 予 定 額

一般財源
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地 方 債 の 前 々 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 前 年 度 末 及 び
当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書         

（単位：千円）
当  該  年  度  中  増  減  見  込

（１） 公 共 用 地 先 行 取 得 債 3,209,310 3,231,998 972,300 1,671,638 2,532,660

前   年   度   末
現 在 高 見 込 額

合                  計 3,209,310 3,231,998 972,300

3,231,998１ 普        通        債 3,209,310

区                分
前 々 年 度 末
現    在    高

1,671,638 2,532,660

当  該  年  度  末
現 在 高 見 込 額当 該 年 度 中

起 債 見 込 額
当 該 年 度 中
元金償還見込額

972,300 1,671,638 2,532,660

-66-



交 通 災 害 共 済 事 業 特 別 会 計 予 算
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令和６年度  東大阪市交通災害共済事業特別会計予算

  令和６年度東大阪市の交通災害共済事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ  30,756 千円と定める。

    ２   歳入歳出予算の款・項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  歳入歳出予算」による。
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給    与    費    明    細    書

１　特  別  職

給                    与                    費

区        分 職 員 数 報    酬 給    料 期末手当 地域手当 その他の手当 計 共 済 費 合    計 備    考

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

長    等 － － － － － － － － － 

議    員 － － － － － － － － － 

その他の
特 別 職

7 112 － － － － 112 － 112 

計 7 112 － － － － 112 － 112 

長    等 － － － － － － － － － 

議    員 － － － － － － － － － 

その他の
特 別 職

7 112 － － － － 112 － 112 

計 7 112 － － － － 112 － 112 

長    等 － － － － － － － － － 

議    員 － － － － － － － － － 

その他の
特 別 職

－ － － － － － － － － 

計 － － － － － － － － － 

本

年

度

前

年

度

比

較
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２　一  般  職

  (ｲ) 総      括

給                与                費

区      分 職 員 数 報       酬 給       料 職 員 手 当 計 共  済  費 合       計 備       考

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(   3) (   2,431) (      －) (   698) (   3,129) (   573) (   3,702)

本   年   度 － － － － － － － 

(   3) (   2,266) (      －) (   362) (   2,628) (   480) (   3,108)

前   年   度 － － － － － － － 

(    －) (   165) (      －) (   336) (   501) (   93) (   594)

比        較 － － － － － － － 

扶  養  手  当 地  域  手  当 時間外勤務手当 休日勤務手当 夜間勤務手当 特殊勤務手当 管 理 職 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(      －) (      －) (      －) (      －) (      －) (      －) (      －)

本   年   度 － － － － － － － 

(      －) (      －) (      －) (      －) (      －) (      －) (      －)

職  員  手  当 前   年   度 － － － － － － － 

(      －) (      －) (      －) (      －) (      －) (      －) (      －)

比        較 － － － － － － － 

管理職員特別勤務手当 期  末  手  当 勤  勉  手  当 退  職  手  当 通  勤  手  当 住  居  手  当 単身赴任手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(      －) (   380) (   318) (      －) (      －) (      －) (      －)

の    内    訳 本   年   度 － － － － － － － 

(      －) (   362) (      －) (      －) (      －) (      －) (      －)

前   年   度 － － － － － － － 

(      －) (   18) (   318) (      －) (      －) (      －) (      －)

比        較 － － － － － － － 

※上段　  （　　　）内の数値は、会計年度任用職員分を外書き

区      分

区      分
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  (ﾛ) 給料及び職員手当の増減額の明細

増   減   額 増    減    事    由    別    内    訳

（千円） （千円）

(      －) (      －) 期末・勤勉手当支給月数引上げ

－ － 会計年度任用職員

６月 １２月 計

本年度 2.25月 2.25月 4.5月

(   318) 前年度 1.25月 1.25月 2.5月

－ 

(   336)

－ 

(   18)

－ 

※上段(　　　)内の数値は、会計年度任用職員分を外書き

説                              明

そ の 他 増 分

区        分

給          料

職  員  手  当

制 度 改 正 に 伴 う 増 分
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火 災 共 済 事 業 特 別 会 計 予 算
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令和６年度  東大阪市火災共済事業特別会計予算

  令和６年度東大阪市の火災共済事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。  

（歳入歳出予算）

第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ  21,044 千円と定める。

    ２   歳入歳出予算の款・項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  歳入歳出予算」による。
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給    与    費    明    細    書

１　特  別  職

給                    与                    費

区        分 職 員 数 報    酬 給    料 期末手当 地域手当 その他の手当 計 共 済 費 合    計 備    考

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

長    等 － － － － － － － － － 

議    員 － － － － － － － － － 

その他の
特 別 職

6 96 － － － － 96 － 96 

計 6 96 － － － － 96 － 96 

長    等 － － － － － － － － － 

議    員 － － － － － － － － － 

その他の
特 別 職

6 96 － － － － 96 － 96 

計 6 96 － － － － 96 － 96 

長    等 － － － － － － － － － 

議    員 － － － － － － － － － 

その他の
特 別 職

－ － － － － － － － － 

計 － － － － － － － － － 

本

年

度

前

年

度

比

較
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２　一  般  職

  (ｲ) 総      括

給                与                費

区      分 職 員 数 報       酬 給       料 職 員 手 当 計 共  済  費 合       計 備       考

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(   3) (   856) (      －) (      －) (   856) (   161) (   1,017)

本   年   度 － － － － － － － 

(   3) (   800) (      －) (      －) (   800) (   150) (   950)

前   年   度 － － － － － － － 

(    －) (   56) (      －) (      －) (   56) (   11) (   67)

比        較 － － － － － － － 

扶  養  手  当 地  域  手  当 時間外勤務手当 休日勤務手当 夜間勤務手当 特殊勤務手当 管 理 職 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(      －) (      －) (      －) (      －) (      －) (      －) (      －)

本   年   度 － － － － － － － 

(      －) (      －) (      －) (      －) (      －) (      －) (      －)

職  員  手  当 前   年   度 － － － － － － － 

(      －) (      －) (      －) (      －) (      －) (      －) (      －)

比        較 － － － － － － － 

管理職員特別勤務手当 期  末  手  当 勤  勉  手  当 退  職  手  当 通  勤  手  当 住  居  手  当 単身赴任手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(      －) (      －) (      －) (      －) (      －) (      －) (      －)

の    内    訳 本   年   度 － － － － － － － 

(      －) (      －) (      －) (      －) (      －) (      －) (      －)

前   年   度 － － － － － － － 

(      －) (      －) (      －) (      －) (      －) (      －) (      －)

比        較 － － － － － － － 

※上段　  （　　　）内の数値は、会計年度任用職員分を外書き

区      分

区      分
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介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 予 算
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令和６年度  東大阪市介護保険事業特別会計予算

  令和６年度東大阪市の介護保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ  53,667,884 千円と定める。

    ２   歳入歳出予算の款・項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  歳入歳出予算」による。  

（債務負担行為）  

第２条  地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は 、

「第２表  債務負担行為」による。

（歳出予算の流用）

第 ３ 条   地 方 自 治 法 第 ２ ２ ０ 条 第 ２ 項 た だ し 書 の 規 定 に よ り 歳 出 予 算 の 各 項 の 経 費 の 金 額 を 流 用 す る こ と が

できる場合は、次のとおりと定める。

      （１） 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一

款内でのこれらの経費の各項の間の流用。

      （２）  保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費

の各項の間の流用。
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第  ２  表     債   務   負   担   行   為

事                        項 期          間 限          度          額

標 準 準 拠 シ ス テ ム 移 行 関 連 経 費 令 和 ７ 年 度 ま で 　７５，５００千円
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給    与    費    明    細    書

１　特  別  職

給                    与                    費

区        分 職 員 数 報    酬 給    料 期末手当 地域手当 その他の手当 計 共 済 費 合    計 備    考

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

長    等 － － － － － － － － － 

議    員 － － － － － － － － － 

その他の
特 別 職

218 107,757 － － － － 107,757 － 107,757 

計 218 107,757 － － － － 107,757 － 107,757 

長    等 － － － － － － － － － 

議    員 － － － － － － － － － 

その他の
特 別 職

218 106,630 － － － － 106,630 － 106,630 

計 218 106,630 － － － － 106,630 － 106,630 

長    等 － － － － － － － － － 

議    員 － － － － － － － － － 

その他の
特 別 職

－ 1,127 － － － － 1,127 － 1,127 

計 － 1,127 － － － － 1,127 － 1,127 

本

年

度

比

較

前

年

度
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２　一  般  職

  (ｲ) 総      括

給                与                費

区      分 職 員 数 報       酬 給       料 職 員 手 当 計 共  済  費 合       計 備       考

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(   44) (   110,808) (      －) (   41,556) (   152,364) (   26,251) (   178,615)

〔   1〕

本   年   度 41  － 148,179 126,888 275,067 52,222 327,289 

(   45) (   110,931) (      －) (   23,113) (   134,044) (   22,755) (   156,799)

〔    －〕

前   年   度 39  － 137,043 117,204 254,247 48,422 302,669 

( △ 1) ( △ 123) (      －) (   18,443) (   18,320) (   3,496) (   21,816)

〔   1〕

比        較 2  － 11,136 9,684 20,820 3,800 24,620 

扶  養  手  当 地  域  手  当 時間外勤務手当 休日勤務手当 夜間勤務手当 特殊勤務手当 管 理 職 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(      －) (      －) (      －) (      －) (      －) (      －) (      －)

本   年   度 1,572 15,564 5,769 50 － 30 6,468 

(      －) (      －) (      －) (      －) (      －) (      －) (      －)

職  員  手  当 前   年   度 1,854 14,398 6,200 60 － 30 5,000 

(      －) (      －) (      －) (      －) (      －) (      －) (      －)

比        較 △ 282 1,166 △ 431 △ 10 － － 1,468 

管理職員特別勤務手当 期  末  手  当 勤  勉  手  当 退  職  手  当 通  勤  手  当 住  居  手  当 単身赴任手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(      －) (   22,625) (   18,931) (      －) (      －) (      －) (      －)

の    内    訳 本   年   度 112 35,430 29,616 23,000 5,455 3,822 － 

(      －) (   23,113) (      －) (      －) (      －) (      －) (      －)

前   年   度 150 32,235 25,991 22,000 6,052 3,234 － 

(      －) ( △ 488) (   18,931) (      －) (      －) (      －) (      －)

比        較 △ 38 3,195 3,625 1,000 △ 597 588 － 

※上段　(　　　)内の数値は、会計年度任用職員分を外書き
※中段 〔　 　〕内の数値は、再任用短時間職員の人数を外書き

区      分

区      分
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  (ﾛ) 給料及び職員手当の増減額の明細

増   減   額 増    減    事    由    別    内    訳

（千円） （千円）

(      －) 民間給与との較差に基づく給与改定

3,075 給与表の平均改定率 1.1%

(      －) 給与改定実施時期

11,136 

(      －)

8,061 期末・勤勉手当支給月数引上げ

会計年度任用職員以外

（定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員除く）

(      －) ６月 １２月 計

1,000 本年度 2.25月 2.25月 4.5月

前年度 2.2月 2.2月 4.4月

(   18,931) 会計年度任用職員以外

－ （定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員）

(   18,443) ６月 １２月 計

9,684 本年度 1.175月 1.175月 2.35月

(      －) 前年度 1.15月 1.15月 2.3月

3,980 

会計年度任用職員

６月 １２月 計

( △ 488) 本年度 2.25月 2.25月 4.5月

4,704 前年度 1.25月 1.25月 2.5月

※上段(　　　)内の数値は、会計年度任用職員分を外書き

退 職 手 当 の 増 分

職  員  手  当

制 度 改 正 に 伴 う 増 分

給 与 改 定 に 伴 う 増 分

そ の 他 の 増 減 分

説                              明

令和5年4月1日

そ の 他 の 増 減 分

区        分

給 与 改 定 に 伴 う 増 分

給          料
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  (ﾊ) 給料及び職員手当の状況    級 別 職 員 数

   職 員 １ 人 当 た り 給 与
級 職員数 構成比

(人) (％)
行政職
9　 級

〔1〕 〔100.0〕

〔1〕 〔100.0〕

行政職
9　 級

   初    任    給
国 の 制 度
行  政  職

（円） （円）

※上段〔　 　〕内の数値は、再任用短時間職員の人数を外書き

370,070 

区      分
行     政     職

3　 〃

1･2 〃

計

6　 〃

5　 〃

7　 〃 －

41

19

区                        分 行   政   職

5　 〃

4　 〃
平 均 給 料 月 額（円）

6年１月１日現在

36 

6年１月１日現在

5
5年１月１日現在

1･2 〃

計

8　 〃

166,600 

4

－

196,200 9

1

5

302,481 

379,984 

4

295,515 

2.4

－

－

10.8

2.4

9.8

100.0

26.8

36 平   均   年   齢（歳）

8　 〃 －

平 均 給 料 月 額（円）

平 均 給 与 月 額（円）

平   均   年   齢（歳）

7　 〃

6　 〃

11

－

176,100 

大       学       卒

区            分

202,400 

行  政  職

高       校       卒

5年１月１日現在 平 均 給 与 月 額（円）

24.3

100.037

43.316

8.13

13.5

－ －

－ －

4　 〃

3　 〃 1

12.2

46.4
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    （級別の基準となる職務）

区        分 9　級 8　級 7　級 6　級 5　級 4　級 3　級 2　級 1　級

行    政    職 局　長 部  長 部次長 課　長 総括主幹 係  長 主　　任

   期 末 手 当 ・ 勤 勉 手 当

※上段 〔　 　〕内の数値は、再任用職員分

   定年退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度

（月分） （月分） （月分） （月分）

定  年  退  職 24.586875 33.27075 47.709 47.709

国  の  制  度
（ 支給率等 ）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

〔   2.35〕

4.5

〔   2.3〕

１２月（月分）

〔   1.175〕

2.25

2.25

4.4

〔   2.35〕

備　　考

有

2.2

級等による加算措置　

有

有

６月（月分）

2.25

そ  の  他  の
加 算 措 置 等

〔   1.15〕

〔   1.175〕

〔   1.15〕

支給率計（月分）区          分

本    年    度

〔   1.175〕
国  の  制  度

前    年    度

2.25

区         分

一      般      職

4.5

職制上の段階、職務の

〔   1.175〕

定年前早期退職特例
措置(2～45%加算)

備　　考
支    給    期    別    支    給    率

2.2
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   地   域   手   当

東  大  阪  市

10

42

10

   特 殊 勤 務 手 当

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

支 給 対 象 職 員 の 比 率

   そ の 他 の 手 当

通        勤        手        当 同                  じ

行　　　政　　　職

差        異        の        内        容

扶        養        手        当 同                  じ

区                  分

支給限度額  条例上  24,500円（国 28,000円）

支    給    対    象    地    域

支             給             率 （％）

支   給   対   象   職   員   数 （人）

住        居        手        当 異        な        る

国  の  制  度  と  の  異  同

災害応急業務手当代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

区                          分

0

（％） 0

国 の 指 定 基 準 に 基 づ く 支 給 率 （％）

（％）

-119-



債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書　　　

左    の    財    源    内    訳
事              項 限    度    額 特    定    財    源

期  間 金  額 期  間 金  額 国･府支出金 地 方 債 そ の 他
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

・ 一般介護予防事業費 27,700 令和5年 12,299 令和6年 15,398 5,836 － 7,637 1,925
（令和4年度分） 度まで  度まで  

・ 窓口業務等委託経費 350,000 令和5年 118,800 令和7年 227,700 － － － 227,700
（令和4年度分） 度まで  度まで  

・ 標準準拠システム移行関連経費 75,500 － － 令和7年 75,500 75,500 － － －
（令和6年度分） 度まで  

前年度末までの
支 出 見 込 額

当該年度以降の
支 出 予 定 額

一般財源
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母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計予算
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令和６年度  東大阪市母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計予算

  令和６年度東大阪市の母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ  68,196 千円と定める。

    ２   歳入歳出予算の款・項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  歳入歳出予算」による。
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地 方 債 の 前 々 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 前 年 度 末 及 び

当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書         
（単位：千円）

当  該  年  度  中  増  減  見  込

（１） 277,863 205,753 － 30,173 175,580母子父子寡婦福祉資金貸付事業債

合                  計 277,863

当  該  年  度  末
現 在 高 見 込 額当 該 年 度 中

起 債 見 込 額
当 該 年 度 中
元金償還見込額

175,580

１ そ　　　の　　　他

区                分

205,753 － 30,173

前 々 年 度 末
現    在    高

前   年   度   末
現 在 高 見 込 額

175,580277,863 205,753 － 30,173
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後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 予 算
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令和６年度  東大阪市後期高齢者医療特別会計予算

  令和６年度東大阪市の後期高齢者医療特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ  15,832,189 千円と定める。

    ２   歳入歳出予算の款・項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  歳入歳出予算」による。

（歳出予算の流用）

第 ２ 条   地 方 自 治 法 第 ２ ２ ０ 条 第 ２ 項 た だ し 書 の 規 定 に よ り 歳 出 予 算 の 各 項 の 経 費 の 金 額 を 流 用 す る こ と が

できる場合は、次のとおりと定める。

      （１） 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一

款内でのこれらの経費の各項の間の流用。
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1　一  般  職

  (ｲ) 総      括

給                与                費

区      分 職 員 数 報       酬 給       料 職 員 手 当 計 共  済  費 合       計 備       考

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本   年   度 9  － 33,288 50,044 83,332 12,255 95,587 

前   年   度 9  － 30,270 45,032 75,302 11,172 86,474 

比        較 － － 3,018 5,012 8,030 1,083 9,113 

扶  養  手  当 地  域  手  当 時間外勤務手当 休日勤務手当 夜間勤務手当 特殊勤務手当 管 理 職 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本   年   度 738 3,500 3,521 100 － 10 1,800 

職  員  手  当
前   年   度 276 3,231 2,100 130 － 10 1,876 

比        較 462 269 1,421 △ 30 － － △ 76 

管理職員特別勤務手当 期  末  手  当 勤  勉  手  当 退  職  手  当 通  勤  手  当 住  居  手  当 単身赴任手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

の    内    訳
本   年   度 125 8,067 6,750 23,000 1,845 588 － 

前   年   度 150 7,054 5,886 22,000 1,731 588 － 

比        較 △ 25 1,013 864 1,000 114 － － 

区      分

区      分

給    与    費    明    細    書
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  (ﾛ) 給料及び職員手当の増減額の明細

増   減   額 増    減    事    由    別    内    訳

（千円） （千円）

給 与 改 定 に 伴 う 増 分 750 民間給与との較差に基づく給与改定

給与表の平均改定率 1.1%

給与改定実施時期

そ の 他 の 増 減 分 2,268 

期末・勤勉手当支給月数引上げ

給 与 改 定 に 伴 う 増 分 850 会計年度任用職員以外

（定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員除く）

６月 １２月 計

退 職 手 当 の 増 分 1,000 本年度 2.25月 2.25月 4.5月

前年度 2.2月 2.2月 4.4月

そ の 他 の 増 減 分 3,162 

給          料 3,018 

職  員  手  当 5,012 

説                              明

令和5年4月1日

区        分

-144-



  (ﾊ) 給料及び職員手当の状況    級 別 職 員 数

   職 員 １ 人 当 た り 給 与

級 職員数 構成比
(人) (％)

行政職
9　 級

行政職
9　 級

   初    任    給

国 の 制 度

行  政  職

（円） （円）

計 7 100.0

－

1

14.3

14.31

－

1･2 〃

386,197 

4

－

4　 〃 14.3

－

1

1

－

57.1

7　 〃

5　 〃5年１月１日現在

区      分

282,386 

367,010 

6年１月１日現在

34 

37 

307,156 

9

大       学       卒

区            分

202,400 

行  政  職

3　 〃

6　 〃

166,600 

196,200 

8　 〃

11.1

3 33.3

区 分 行 政 職

3　 〃 －

1･2 〃 4

計

5　 〃

4　 〃

－

100.0

7　 〃

6　 〃 1 11.1

－ －

176,100 

6年１月１日現在

平   均   年   齢（歳）

行 政 職

44.5

8　 〃 － －

－ －

－

－ －

高       校       卒

5年１月１日現在

平 均 給 料 月 額（円）

平 均 給 与 月 額（円）

平 均 給 料 月 額（円）

平 均 給 与 月 額（円）

平   均   年   齢（歳）
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   （級別の基準となる職務）

区        分 9　級 8　級 7　級 6　級 5　級 4　級 3　級 2　級 1　級

行    政    職 局　長 部  長 部次長 課　長 総括主幹 係  長 主　　任

   期 末 手 当 ・ 勤 勉 手 当

※上段 〔　 　〕内の数値は、再任用職員分

   定年退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度

（月分） （月分） （月分） （月分）

定  年  退  職 24.586875 33.27075 47.709 47.709

国  の  制  度
（ 支給率等 ）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

有

支    給    期    別    支    給    率

１２月（月分）

国  の  制  度

前    年    度

〔   1.175〕 〔   1.175〕

2.25

有

職制上の段階、職務の
区          分

本    年    度

６月（月分）

一      般      職

級等による加算措置　

有

備　　考支給率計（月分）

〔   2.35〕

2.25

区         分
そ  の  他  の
加 算 措 置 等

備　　考

定年前早期退職特例
措置(2～45%加算)

4.5

〔   1.15〕 〔   1.15〕 〔   2.3〕

2.2 2.2 4.4

〔   1.175〕 〔   1.175〕 〔   2.35〕

2.25 2.25 4.5
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   地   域   手   当

東  大  阪  市

10

9

10

   特 殊 勤 務 手 当

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

支 給 対 象 職 員 の 比 率

   そ の 他 の 手 当

通        勤        手        当 同                  じ

住        居        手        当 異        な        る

扶        養        手        当 同                  じ

支給限度額  条例上  24,500円（国 28,000円）

0

支    給    対    象    地    域

支             給             率 （％）

支   給   対   象   職   員   数 （人）

国 の 指 定 基 準 に 基 づ く 支 給 率 （％）

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

区                  分 国  の  制  度  と  の  異  同 差        異        の        内        容

災害応急業務手当

区                          分 行        政        職

（％） 0

（％）
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病 院 事 業 債 管 理 特 別 会 計 予 算
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令和６年度  東大阪市病院事業債管理特別会計予算

  令和６年度東大阪市の病院事業債管理特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ  3,127,218 千円と定める。

    ２   歳入歳出予算の款・項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  歳入歳出予算」による。

（地方債）

第２条   地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の

方法、利率及び償還の方法は、「第２表  地方債」による。
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第  ２  表     地          方          債

起     債     の     目     的 限  度  額 起債の方法 利  率 借  入  先 償      還      の      方      法

千円 普通貸借 6.0％ 政府・府   30年（据置期間を含む。）以内。ただし、市財政の

病 院 施 設 整 備 事 業 1,500,700 又    は 銀    行 都合により据置期間及び償還期限を短縮し、もしくは

証券発行 以 内 そ の 他 繰上償還又は借換えすることができる。
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地 方 債 の 前 々 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 前 年 度 末 及 び
当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書         

（単位：千円）
当  該  年  度  中  増  減  見  込

（１） 病 院 事 業 債 3,139,508 3,410,700 1,500,700 528,403 4,382,997

（２） 移 行 前 病 院 事 業 債 4,584,236 3,585,127 － 1,013,068 2,572,059

区                分
前 々 年 度 末
現    在    高

前   年   度   末
現 在 高 見 込 額

6,955,056

当  該  年  度  末
現 在 高 見 込 額当 該 年 度 中

起 債 見 込 額
当 該 年 度 中
元金償還見込額

合                  計 7,723,744 6,995,827 1,500,700 1,541,471

7,723,744 6,995,827 1,500,700 1,541,471

6,955,056

１ 普        通        債

-159-



-160-


